
藤井川 那珂川 

▲那珂川と藤井川の合流地点。昨年の台風で那珂川の水が逆

流し、藤井川や西田川が氾濫。合流地点の改善も必要です。 

氾濫した藤井川と西田川。川面（赤線部分）が見えない

ほど草木が生いしげり、水の流れを阻害しています。 

藤井川 

西田川 

 再調査 

▲昨年の台風被害から１年になる10月、被災現場を河

川防災の専門家や地域後援会員とともに再調査しまし

た。 

昨年の台風で溢水した水戸

市国田地区の無堤防エリア。

国土交通省が８月に、堤防の

代わりにコンクリート擁壁をつ

くる計画を提示。地元住民は

繰り返し堤防整備を要望して

いましたが、「堤防は必要な

い」と国は対応してきませんで

した。 

無堤防区間 整備済区間 

 日本共産党は豪雨による河川氾濫や浸水被害をふせぐため、国・県に早急

な流域治水対策を要望してきました。 

 県は７月、藤井川ダムなど県管理ダムについて関係市町村等と協定を結

び、洪水抑制のための事前放流量を拡大しました。今後、堤防や遊水地など

の整備を５年間かけて行う計画ですが、合流地点の拡幅や草木の伐採、川底

掘削はすぐに実施しなければなりません。。 
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鋼製防護壁 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ防潮壁 

鋼管杭鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ防潮壁 

防潮扉 

▲海水を取水し、原発の処理水を海岸に放水（原子力規制庁資料をもとに作成） 

東海第２原発の排水 
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 江尻議員は新型コロナ対策として、医療・
介護従事者に定期検査の実施を求めました。 

 知事は「感染拡大の影響が大きい医療・高齢者施設を 
対象に、定期検査を進めていきたい」と表明。検査体制に
ついて、９月末に１日����件できる見通しだが、医療・介
護従事者の定期検査は、これとは別に検査できるよう民間

検査機関と調整を進めると答弁しました。 

 今後、インフルエンザとの同時流行に備えて検査簡易キッ
トを拡充し、鼻の粘膜や唾液による抗原検査を活用。１日 

１万����件まで検査できるようにし、地域のかかりつけ医など
で受診・検査できる体制をめざします。 

 子どもの数が多いほど国民健康保険税が高く
なる「均等割」をめぐり、「子育て支援に 

逆行している」と批判が強まっています。 

 山中議員は、子どもに課される「均等割」の負担軽 
減を求めて質問。知事は、県から市町村に交付される
「国保特別交付金」について、「子どもの数や多子世帯へ
の施策を設けることも検討したい」と答えました。  

 共産党つくば市委員会によるアンケートで、回答者の 
６割が国保税引き下げを求めています。山中議員は「コロナ
禍による収入減で、今こそ払える国保税にすることが求められ
る」と指摘しました。 

江尻かな県議に知事回答 山中たい子県議に重要答弁 

県職員定数が大幅削減 

一般行政職 6,502人 4,804人 

教育職 25,116人 22,272人 

 2003年度 2020年度 

常陸大宮市 1,505 ha 

つくば市 1,398 ha 

石岡市 1,355 ha 

水戸市 1,335 ha 

1,072 ha 

耕作放棄地面積トップ５ 

（２０１５年農林業センサス） 
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